
      
                       

 
 

A 市町村や県は、生活基盤整備や防災、福祉、医療、教育など、日常生活に直接結びついた様々な行政サービス

を行っております。住民税はこのサービス提供に必要な費用を、地域社会のみなさんで負担していただく大変重

要な地方税です。均等の額によって負担する「均等割」と所得金額に応じて負担する「所得割」で構成されてお

り、一般的に県民税と市町村税を合わせて住民税といいます。

         

● 国から県・市町村への税源移譲  ● 

  
  

A これまで住民税の所得割は、所得に応じて５％・１０％・１３％の３段階の税率となっていました。 

これが、国から地方への税源移譲に伴い、平成 19年６月徴収分から一律１０％の税率になります。 

 
 

 
 
 

 
↑０      ↑200万円      ↑700万円（課税所得）     ↑０ （課税所得） 

 

  
Ａ 住民税は増えますが、その分、国税である所得税が減りますので、税源移譲による納税者の負担（住 
民税＋所得税）は変わりません。また扶養控除や配偶者控除（人的控除）の関係で、住民税のみを納めて 

いたみなさんについては、個々の納税者の人的控除の適用状況に応じて住民税を減額することになります。 

  
【個人の税負担のイメージ】  平成 18年度まで             平成 19年度から 

                                  
    夫婦 ＋ 子２人                       
     給与収入５００万円 

    の場合      

                                                                                           
 
※子のうち 1人が特定扶養親族に該当するものとし、又、一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。 

※上記は、税源移譲による負担変動を示すものです。 

 

 
 

A 住民にとって身近で本当に必要なサービスを、より効率的に行うことができるのは、市町村や県などの地方

団体です。しかし、地方団体は、その事業にかかる費用の多くを国から国庫補助金としてもらって実施してい

ることから、自主性や効率性を発揮できない状況にありました。そこで、地方の実情に合った行政サービスを

地方団体が自らの責任において効率的に行えるよう、これら国庫補助金を廃止し、その財源を税そのままの形

で国から地方へ移譲することになったものです。 

 
 
Ａ 給与所得者の方は、平成 19 年 1 月分からの所得税が減っており、平成 19 年 6 月分（平成 19 年度課税分）

からの住民税が増えます。 

自営業などの事業所得者は、平成 19 年 6 月分からの住民税が増え、平成 20 年 3 月の確定申告（平成 19 年

分所得の確定申告）のときに所得税が減ります。 

年金受給者の方は、平成 19 年 2 月に支給される年金から源泉徴収される所得税が減っており、平成 19 年 6

月分からの住民税が増えます。 

 
  

 
 

 

Q２ どのように変わりますか？ 

Q３ 税負担はどれくらい増えますか？  

Q４ どうして税源移譲を行うのですか？  

Q５ いつから実施されるのですか？ 

Q１ 住民税とは？ 

  これまで H１９年度分より 

５% １０% １３% 
１０% 

所得税（国税）

59,500円 
所得税（国税）

119,000円 

住民税（地方税）

76,000円 

住民税（地方税）

135,500円 

税源移譲 

計 195,000円                計 195,000円                

［七ヶ浜町からのお知らせ］ 



 

 

住民税 

所得割額 

均等割 

 
税源移譲以外の主な変更点 

● 定率減税の廃止  ● 

  
 

Ａ 平成１１年度に景気のてこ入れ等を狙って導入された特例的な減税措置で、平成１８年度は減税の割合が 

２分の１に引下げされ、平成１９年度からは廃止となります。 

 
 

 
 
  

 
 
 

【H11～H17】         【去年】 【今年】 

 
※所得税（国税）においても「定率減税の廃止」が行われます。 

「Ｈ18：所得税額の 10％（12.5万円限度）→Ｈ19：廃止」 

 
  

  
Ａ 導入当初に比べて、民間消費や企業の設備投資などの民需を中心に経済状況が改善されてきたため廃止する 
ものです。 

 
● ６５歳以上の方に適用される非課税措置の廃止  ● 

  
  

Ａ 平成１７年度までは、６５歳以上で前年の合計所得が１２５万円以下の方は非課税でしたが、その措置が 

廃止となりました。経過措置として、平成１８年度課税分については３分の２を減額し、平成１９年度課税分

については３分の１を減額し、平成２０年度課税分からは通常課税となります。 

 

  
  
 

 
 

  

《経過措置に該当する方》 
※ 平成 17年１月１日現在で６５歳以上（昭和 15年１月２日以前生まれ） 
※ 合計所得金額が 125 万円以下 

 
 
  

Ａ 制度が設けられた当時に比べて社会保障制度が整備されており、少子高齢化が進行する中、世代間及び 
高齢者間の公平を図り、高齢者に対しても年齢だけで一律に優遇せずに担税力に応じた負担を求めようとする

ものです。 

 
 

Q６ 定率減税とは何ですか？  

Q７ どうして廃止するのですか？  

Q８ どのような措置ですか？  

Q９ どうして廃止するのですか？  

住民税  

所得割額 

 
所得割額の 15％
相当額を控除 
（４万円限度） 

 
所 得 割 額 の
7.5％相当額を控
除（２万円限度）

廃 止 

 
非課税 

１／３ 
課 税 

 

 

 

 

  

２／３ 

課 税 

全 額 

課 税 

税額の 1/3を 
減額 

税額の 

２／３ 

を減額 

【H17まで】      【去年】         【今年】      【来年以降】 

 お問合せ先  七ヶ浜町役場 税務課  
０２２－３５７－２１１１ 

（内線）２３２・２３３ 

定率減税 定率減税 定率減税 


